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若者の定住促進と
子育てしやすい村づくり

村税
10億9,097万2千円
（23.1%）

地方交付税
14億7,400万円
（31.2%）

繰入金
8億3,689万6千円
（17.7%）

県支出金
3億6,786万5千円（7.8%）

2億7,055万2千円

固定資産税
59.0% 6億4,412万6千円

軽自動車税　　　
3,986万2千円

たばこ税　　　　
3,918万円

村民税（法人）
　9,719万6千円

8.9％

村民税（個人）
24.8%

3.7%
3,6％

繰越金
3,000万円（0.6%）

その他
8,413万4千円（1.7%）

国庫支出金
3億1,623万6千円(6.7%)

地方消費税交付金
1億5,000万円(3.2%)

地方譲与税
1億927万2千円（2.3%）
地方譲与税
1億927万2千円（2.3%）

寄附金
1億2千円（2.1%）
寄附金
1億2千円（2.1%）

諸収入
7,001万6千円（1.5%）
諸収入
7,001万6千円（1.5%）

村債
6,180万円(1.3%)
村債
6,180万円(1.3%)

財産収入
3,680万7千円（0.8%）
財産収入
3,680万7千円（0.8%） 村税の内訳

入湯税 5万6千円

47億2,800万円歳 入

地
方
公
共
団
体
の
会
計
に
は
、
一
般
会
計
と
特

別
会
計
が
あ
り
ま
す
。一
般
会
計
は
、基
本
的
・

全
般
的
な
経
費
を
経
理
す
る
会
計
。
特
別
会

計
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
に
、
歳
入
・

歳
出
を
一
般
会
計
と
区
別
し
て
経
理
す
る
た
め

の
会
計
で
す
。

▼
自
主
財
源　
村
が
独
自
に
確
保
で
き
る
お
金
。

村
税
や
施
設
使
用
料
な
ど
。

▼
依
存
財
源　

国
や
県
の
判
断
に
よ
り
割
り

当
て
ら
れ
る
お
金
。
地
方
交
付
税
の
ほ
か
、
村

債
も
依
存
財
源
に
あ
た
る
。

▼
村
税　

皆
さ
ん
か
ら
の
税
金
で
賄
わ
れ
る
お

金
。
昭
和
村
で
は
、
村
民
税
、
固
定
資
産
税
、

た
ば
こ
税
、
軽
自
動
車
税
等
が
村
税
に
な
る
。

▼
地
方
交
付
税　

地
方
公
共
団
体
が
行
う
業

務
を
、
す
べ
て
の
市
町
村
が
同
じ
よ
う
に
行
え

る
よ
う
、
あ
る
一
定
の
基
準
で
国
が
市
町
村
に

交
付
す
る
お
金
。

▼
地
方
譲
与
税　

国
税
と
し
て
徴
収
し
た
も

の
を
、
市
町
村
に
対
し
て
譲
与
す
る
お
金
。

▼
地
方
消
費
税
交
付
金

10
％
の
消
費
税
の

う
ち
の
２
・
２
％
分
が
地
方
消
費
税
交
付
金
。

交
付
基
準
に
よ
り
あ
ん
分
し
て
交
付
さ
れ
る
。

一
般
会
計
と
特
別
会
計

歳　

入

用

語

説

明

　

歳
入
で
も
っ
と
も
大
き
な
比
率
を
占
め
る

の
は
地
方
交
付
税
で
14
億
７
，４
０
０
万
円
、

対
前
年
度
比
３
・
３
％
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
歳
入
全
体
の
31
・
２
％
を
占

め
て
い
ま
す
。

　

村
税
は
、
10
億
９
，
０
９
７
万
２
千
円
で

対
前
年
度
比
０
・
２
％
の
増
額
で
す
。
繰
入

金
は
、
８
億
３
，
６
８
９
万
６
千
円
で
対
前

年
度
比
３
・
７
％
の
減
額
で
す
。
地
方
譲
与

税
は
、
１
億
９
２
７
万
２
千
円
で
対
前
年
度

比
０
・
９
％
の
増
額
で
す
。

　

自
主
財
源
は
、
21
億
９
，
３
０
９
万
円
、

依
存
財
源
は
25
億
３
，
４
９
１
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
な
ど
の
依
存
財
源
が
歳
入
の

53
・
６
％
を
占
め
て
お
り
、
昨
年
よ
り
も
依

存
財
源
が
増
加
し
て
い
ま
す
。主
な
要
因
は
、

新
庁
舎
建
設
工
事
費
に
充
て
た
庁
舎
整
備
基

金
の
繰
入
金
が
減
額
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る

も
の
で
す
。

歳
出
の
概
要

　

ま
ず
総
務
費
に
つ
い
て
は
、
10
億
８
，
９

９
１
万
９
千
円
で
対
前
年
度
比
１
・
２
％
の

歳
入
の
概
要
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特集　令和６年度
昭和村当初予算

47億2,800万円

教育費
4億1,323万5千円（8.7%）

総務費
10億8,991万9千円
（23.1%）

民生費
11億7,259万5千円
（24.8%）

農林水産業費
6億7,802万7千円
（14.4%）

土木費
3億3,055万4千円
（7.0%）

衛生費
3億2,841万6千円
（6.9%）

衛生費
3億2,841万6千円
（6.9%）

公債費
2億8,397万2千円
（6.0%）

公債費
2億8,397万2千円
（6.0%）

消防費
2億7,577万6千円
（5.8%）

消防費
2億7,577万6千円
（5.8%）

議会費
7,678万2千円(1.6%)
議会費
7,678万2千円(1.6%)

その他　814万3千円(0.2%)その他　814万3千円(0.2%)商工費　7,058万1千円(1.5%)商工費　7,058万1千円(1.5%)
村債務残高（見込）

（単位：百万円）

令和５
年度末

令和６
年度末

一 般 会 計 3,003 2,794 

簡 易 水 道
事 業 会 計 281 243 

下 水 道
事 業 会 計 998 921 

合 計 4,282 3,958 

※ 百円未満切り上げ、利子は含みません（債
務負担行為は除く）

歳 出

▼
県
支
出
金　

県
か
ら
市
町
村
へ
、
特
定
の
事

業
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
お
金
。

▼
国
庫
支
出
金　

国
か
ら
市
町
村
へ
、
特
定
の

事
業
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
お
金
。

▼
繰
入
金　

他
会
計
や
基
金
な
ど
か
ら
繰
り

入
れ
た
お
金
。

▼
村
債　

事
業
を
行
う
た
め
に
村
が
借
り
る

お
金
。

▼
議
会
費　

村
議
会
の
運
営
経
費
や
議
員
報

酬
な
ど
。

▼
総
務
費　

財
産
の
管
理
や
事
務
費
、
広
報

し
ょ
う
わ
の
発
行
、
選
挙
な
ど
の
経
費
。

▼
民
生
費　

社
会
福
祉
や
児
童
福
祉（
保
育
園

の
管
理
・
運
営
な
ど
）、
老
人
福
祉
の
経
費
。

▼
衛
生
費　

病
気
予
防
の
各
種
健
診
や
母
子

保
健
事
業
の
経
費
。
毎
日
家
庭
か
ら
出
る
ご

み
処
理
の
た
め
の
経
費
な
ど
。

▼
農
林
水
産
業
費　

農
林
業
の
振
興
や
土
地

改
良
事
業
の
経
費
。

▼
土
木
費　
村
道
・
橋
梁
の
整
備
や
砂
防
工
事
、

除
雪
な
ど
の
経
費
。

▼
消
防
費　

消
防
・
防
災
施
設
整
備
の
経
費
。

（
消
防
団
の
運
営
、
消
防
詰
所
の
整
備
な
ど
）

▼
教
育
費　

学
校
教
育（
小
中
学
校
の
管
理

費
）や
社
会
教
育（
講
演
会
や
各
種
体
育
大
会

な
ど
の
開
催
）、
給
食
セ
ン
タ
ー
の
経
費
な
ど
。

▼
公
債
費　

過
去
に
事
業
を
す
る
た
め
に
借

り
入
れ
た
村
債
の
元
金
・
利
子
の
返
済
金
。

歳　

出

減
額
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
新
庁
舎
建
設

工
事
費
の
減
額
が
主
な
要
因
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
ス
ー
パ
ー
誘
致
事
業
を
実
施
予
定

で
す
。

　

民
生
費
は
、
11
億
７
，
２
５
９
万
５
千
円

で
ほ
ぼ
前
年
度
並
み
で
す
。
令
和
６
年
度
か

ら
、
保
育
園
で
使
用
し
た
お
む
つ
を
村
で
回

収
・
処
分
し
ま
す
。

　

衛
生
費
は
、
３
億
２
，
８
４
１
万
６
千
円

で
対
前
年
度
比
０
・
２
％
の
増
額
で
す
。
ゴ

ミ
処
理
に
関
す
る
経
費
が
増
加
し
た
こ
と
に

加
え
、
子
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
の
新
設
を
行

い
ま
す
が
、
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接
種
事
業
の

終
了
な
ど
に
よ
り
前
年
度
に
近
い
規
模
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

農
林
水
産
業
費
は
、
６
億
７
，
８
０
２
万

７
千
円
で
対
前
年
度
比
10
・
７
％
の
増
額
と

な
り
ま
す
。
主
な
要
因
は
、
赤
城
西
麓
土
地

改
良
事
業
の
負
担
金
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
る
も
の
で
す
。

　

土
木
費
は
、
３
億
３
，
０
５
５
万
４
千
円

で
対
前
年
度
比
19
・
３
％
の
増
額
と
な
っ
て

お
り
、
主
な
要
因
は
、
新
築
住
宅
補
助
金
の

補
助
金
額
を
増
額
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も

の
で
す
。

　

消
防
費
は
、
２
億
７
，
５
７
７
万
６
千
円

で
ほ
ぼ
前
年
度
並
み
で
す
。
昨
年
に
続
い
て

消
防
団
消
防
ポ
ン
プ
車
の
更
新
を
行
い
ま

す
。

　

教
育
費
は
、
４
億
１
，
３
２
３
万
５
千
円

で
対
前
年
度
比
３
・
５
％
の
減
額
と
な
り
ま

す
。
小
中
学
校
特
別
教
室
の
エ
ア
コ
ン
設
置

が
完
了
し
た
た
め
で
す
。

令和６年度の当初予算が３月議会で可決されました。
一般会計は47億2,800万円で、前年度当初予算に比べ、
1.3％の減額。簡易水道事業特別会計と農業集落排水事
業特別会計が公営企業会計へと移行したため特別会計
は21億3,021万円です。
▶ 問合せ　総務課財政係　☎２５－３４５１
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一般会計

公営企業会計特別会計

47億2,800万円の使いみち
主な事業をご紹介します

定住促進奨学金返済支援事業 200万円 農業者への営農支援事業 3,950万円
　昭和村への定住を促進するため、群馬県内で勤務し、
奨学金を返済する者に対して、最大５年間、年間上限10
万円の奨学金返済支援を行います。

　新規就農者や認定農業者の機械導入や施設整備などの
積極的な取り組みを支援し、農業の将来を担う経営体の
育成を図ります。

子育て支援事業 2億1,617万円 君河原橋耐震補強事業 4,000万円
　保育園で使用したおむつの回収・処分を開始します。
また「子ども家庭センター」を開設し、妊娠中や子育て世
帯への相談支援を行います。

　群馬県の緊急道路に指定されている君河原橋の耐震補
強工事が必要となったため、橋脚の補強工事を実施しま
す。

簡易水道事業

収益的収入  １億7,546万円　収益的支出  １億6,331万円
資本的収入           881万円　資本的支出        5,282万円

　安全な水を確保し供給する会計です。老朽管の更新や
水源浄水施設と配水施設の維持管理を行い安定供給しま
す。健全で永続的な運営を行うために、地方公営企業法
の一部を適用しました。

下水道事業

収益的収入  ２億9,699万円　収益的支出  ２億6,094万円
資本的収入  １億4,696万円　資本的支出  ２億1,140万円

　貝野瀬・生越、糸井・三ツ谷、昭和南、永井・入原地
区の処理施設の管理と戸別浄化槽の設置と管理を行う会
計です。健全で永続的な運営を行うため、地方公営企業
法の一部を適用しました。

国民健康保険 12億3,205万円

　農業、自営業、退職した人などの医療給付費と後期高
齢者支援金、また、40歳から60歳までの人の介護給付費
を負担する会計です。事業主体は昭和村と群馬県です。

介護保険 7億8,458万円

　65歳以上で、介護を必要とする人の介護サービスや介
護予防のための様々なサービスを提供するための会計で、
介護保険料などを財源として運営しています。

後期高齢者医療 1億1,358万円

　75歳以上(一定の障がいがある人は65歳以上)の人を対
象とする後期高齢者医療制度の会計です。被保険者から
の保険料などを財源としており、群馬県後期高齢者医療
広域連合と昭和村が協力して運営しています。

特定の事業などは別で経理します
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ふるさと納税活用事業

全国から応援されて
ますます元気な昭和村に！
令和５年度中に25,006件（総額８億8,889万円）のふるさと
納税の寄附を全国からいただきました。その中から今年度は
３億8,800万円をふるさと納税活用事業として、各種事業に
活用させていただきます。

▶寄付の際に選んでいただいた事業別の金額
　・教育・文化づくりに関する事業 1億9,710万円
　・健康・福祉づくりに関する事業 7,108万円
　・自然・生活環境づくりに関する事業 9,397万円
　・農業・産業振興づくりに関する事業 7,007万円
　・その他、目的を達成するために村長が必要と認めた事業 4億5,667万円

▶ふるさと納税を活用して６年度に実施する主な事業
担当課 内　　容 充当額（千円）

総務課

特産品の返礼 174,116
公用車の購入 5,284
消防団員の準中型免許取得補助 500
消防ポンプ車購入（2台） 4,000
防災無線維持工事 4,000 

企画課

昭和よしもと会補助金 3,000 
婚活サービス利用補助金 100 
空き家解体補助金 2,000 
宅地分譲工事 15,000 
スーパー誘致用建物改修 37,800 
さくらまつり補助金 500 
秋まつり補助金 3,000 
道の駅・昭和の森関係事業 19,000 

健康福祉課

福祉センター運営管理 10,000 
おむつ等購入費の補助 1,000 
子育て支援金 1,000 
保育園完全給食化 1,000 
保育園副食費の補助 5,000 
保育園おむつ回収・処分 500 
誕生祝金 2,000 
帯状疱疹ワクチンの補助 1,000 
ムンプス（おたふく）ワクチンの補助 300 
インフルエンザ予防接種の補助 1,000 
不妊治療費の補助 1,000 
若年がん患者支援 100 
アピアランスケア 100 
子ども家庭センターオンライン相談システム 1,000 

産業課
獣害防止柵等設置事業補助 100 
創業支援事業補助金 300 
道の駅・旬菜館関係事業 9,000 

建設課 新築住宅への補助金 30,000 
住宅リフォームへの補助金 1,000 

教育委員会

特別支援教育指導員等の配置 20,000 
遠距離通学費の補助 3,000 
英語検定料の補助 100 
奨学金返済の補助 1,000 
イーグルポイント交流事業 5,000 
デジタル指導書、教科書の購入 5,000 
よしもと漫才ワークショップ 200 
子ども映画教室参加者補助金 1,000 
公民館ホール観覧席改修工事 1,000 
ふれあいグリーンパーク遊具改修工事 8,000 
給食費完全無償化 10,000 

充当合計 388,000 

新築住宅への補助金

保育園副食費補助

宅地分譲工事

給食費完全無償化

スーパー誘致用建物改修


